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◎ 介護保険事業計画について 
 

Ⅰ 根拠 

 

 介護保険法第１１７条の規定 

 

 

◎ 介護保険法改正法案より抜粋 

 

  （市町村介護保険事業計画） 
第百十七条 市町村は、基本指針に即して、三年を一期とする当該市町村が行う介護保険事業に

係る保険給付の円滑な実施に関する計画（以下「市町村介護保険事業計画」という。）を定め

るものとする。 
２ 市町村介護保険事業計画においては、次に掲げる事項を定めるものとする。 
 一 当該市町村が、その住民が日常生活を営んでいる地域として、地理的条件、人口、交通事

情その他の社会的条件、介護給付等対象サービスを提供するための施設の整備の状況その他

の条件を総合的に勘案して定める区域ごとの当該区域における各年度の認知症対応型共同

生活介護、地域密着型特定施設入居者生活介護及び地域密着型介護老人福祉施設入所者生活

介護に係る必要利用定員総数その他の介護給付等対象サービスの種類ごとの量の見込み並

びにその見込量の確保のための方策 
 二 各年度における地域支援事業に要する費用の額並びに地域支援事業の量の見込み及びそ

の見込量の確保のための方策 
 三 指定居宅サービスの事業、指定地域密着型サービスの事業又は指定居宅介護支援の事業を

行う者相互間の連携の確保に関する事業その他の介護給付等対象サービス（介護給付に係る

ものに限る。）の円滑な提供を図るための事業に関する事項 
 四 指定介護予防サービスの事業、指定地域密着型介護予防サービスの事業又は指定介護予防

支援の事業を行う者相互間の連携の確保に関する事業その他の介護給付等対象サービス（予

防給付に係るものに限る。）の円滑な提供及び地域支援事業の円滑な実施を図るための事業

に関する事項 
 五 その他介護保険事業に係る保険給付の円滑な実施を図るために市町村が必要と認める事

項 
３ 市町村介護保険事業計画は、当該市町村の区域における要介護者等の人数、要介護者等の

介護給付等対象サービスの利用に関する意向その他の事業を勘案して作成されなければなら

ない。 
４ 市町村介護保険事業計画は、老人福祉法第二十条の八第一項に規定する市町村老人福祉計画 
及び老人保健法（昭和五十七年法律第八十号）第四十六条の十八第一項に規定する市町村老人 
保健計画と一体のものとして作成されなければならない。 
５ 市町村介護保険事業計画は、社会福祉法第百七条に規定する市町村地域福祉計画その他の法 
律の規定による計画であって要介護者等の保健、医療又は福祉に関する事項を定めるものと調 
和が保たれたものでなければならない。 
６ 市町村は、市町村介護保険事業計画を定め、又は変更しようとするときは、あらかじめ、被

保険者の意見を反映させるために必要な措置を講ずるものとする。 

７ 市町村は、市町村介護保険事業計画を定め、又は変更しようとするときは、あらかじめ、都

道府県の意見を聴かなければならない。 
８ 市町村は、市町村介護保険事業計画を定め、又は変更したときは、遅滞なく、これを都道府県知

事に提出しなければならない。 
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Ⅱ 基本的な考え方 

 

１ 第３期介護保険事業計画の位置付け 

 

介護保険事業計画は，介護保険法の基本理念を踏まえ，高齢者が尊厳を保持し、その有する能

力に応じ自立した日常生活を営むことができる社会の実現に資するため、介護保険事業に係る保

険給付等の円滑な実施を計画的に実現するために定めるものである。 

 

平成１８年度から平成２０年度までの第３期介護保険事業計画は、 

① ２０１５年（平成２７年）に向けて、「介護予防の推進」、「地域ケアの推進と施設サービス

の見直し」という方向性を推進していくため、３期先の計画（平成２６年度）を見据えた目

標を設定 

② 各市町村は、この目標達成に向けた第３期介護保険事業計画を作成 

 する必要がある。 

 

 また、現在の介護保険事業計画は、３年ごとに５年を１期として定めることとなっているが、

保険料の財政均衡期間との整合性を考慮し、第３期事業計画以降は、３年を１期として定めるも

のとする。 

 

 

２ 今後の高齢者介護の基本的な方向性 

 

① 介護予防の推進 

要介護状態になる前の段階から要支援や要介護１程度まで、継続的・効果的な介護予防サ

ービスを行い、生活機能の低下を予防 

 

ア 地域支援事業の実施 

イ 新予防給付の実施 

 

② 地域ケアの推進と施設サービスの見直し 

・ 認知症高齢者が増大する中、住み慣れた地域での生活継続が重要 

・ 施設の居住環境について個室・ユニットケア化を進めるとともに、重度者への重点化を

推進 

・ 高齢者単身世帯の増加や都市の高齢化の進行に対応した、多様な「住まい」の普及推進 

 

ア 介護保険３施設及び介護専用の居住系サービスの適正な整備 

イ 多様な「住まい」の普及の推進 

ウ 介護保険３施設利用者の重度者への重点化 

エ 介護保険３施設の個室・ユニットケア化の推進 

 



 3

Ⅲ 市町村介護保険事業計画に盛り込むべき事項 
（介護保険事業に係る保険給付の円滑な実施を確保するための基本的な指針より） 
 
 

番

号 

介護保険事業計

画に定める事項 
内     容 

現行事業計画 

での章項目 

１ 

介護保険事業計

画の目的及び特

色 

① 法令の根拠 

② 趣旨 

③基本理念等 

第１章 

 計画策定の趣旨 

２ 

介護保険事業計

画の作成のため

の体制 

介護保険事業計画作成に係る 

① 関係部局相互間の連携の状況 

② 作成委員会等の開催の経緯 

③ 被保険者の意見反映のための措置の内容 

④ 県との連携の状況等 

◎ ほかの計画との一体的作成、調和 

・ 介護保険事業（支援）計画、老人福祉計画及び

老人保健計画の一体的作成 

・ 地域福祉（支援）計画との調和 

第 1 章 

 計画策定の趣旨 

 

第６章 

 介護保険のより

よい運営のために 

３ 
要介護者等の実

態に関する調査 

① 要介護者等の実態に関する調査の時期、方法等を

定める 

※ 複数の市町村の共同実施に取り組んだ趣旨等を

盛り込む。 

※ 介護給付等対象サービスの供給の把握について

も同様 

第１章 

計画策定の趣旨 

 

第２章 

 第１期計画の実

績 

４ 被保険者の現状 

介護保険事業計画作成時の 

① 人口の構造 

② 被保険者の数 

③ 要介護者等の数等 

を定める 

第２章 

 第１期計画の実

績 

 

第３章 

 高齢者等の現状

及び要介護・要支援

認定者数の推計 

５ 

各年度における

被保険者の状況

の見込み 

各年度の 

① 人口の構造見込み 

② 被保険者の数見込み 

③ 要介護者等の数等見込み 

を定める 

④考え方を示す。 

第３章 

 高齢者等の現状

及び要介護・要支援

認定者数の推計 
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６ 

各年度における

介護給付等対象

サービスの種類

ごとの量の見込

み 

参酌標準を参考とし、各年度のサービス量の見込み

と、その考え方を示す。 

日常生活圏域を設定し、 

① 介護給付対象サービスの種類ごとの量の見込み。 

② 日常生活圏域ごとの地域密着型サービスの種類

ごとの必要利用定員総数の見込み。 

③ 新予防給付サービスの種類ごとの量の見込み。 

④ 地域支援事業に要する費用の額並びに量の見込

み。 

※日常生活圏域については、住民が日常生活を営ん

でいる地域として、地理的条件、人口、交通事情そ

の他の社会的条件、介護給付等対象サービスを提供

するための施設の整備の状況その他の条件を総合

的に勘案して市町村・保険者で定める。 

第２章 

 第１期計画の実

績 

 

第４章 

 サービスの現状

と課題、サービス量

の見込み 

７ 
介護給付等対象

サービスの現状 

介護保険事業計画作成時における日常生活圏域ご

との 

① 介護給付等対象サービスの種類ごとの量と利用

状況等 

を定める。 

※この場合各サービスの課題の分析及び評価の結

果を示す。 

第４章 

 サービスの現状

と課題、サービス量

の見込み 

８ 

介護給付等対象

サービスの種類

ごとの見込量の

確保のための方

策 

介護給付等対象サービスの事業を行う者の確保に

関する計画等の、日常生活圏域ごとの 

① 介護給付対象サービスの種類ごとの見込量の確

保のための方策 

② 地域密着型サービスの種類ごとの見込量の確保

のための方策 

③ 新予防給付サービスの種類ごとの見込量の確保

のための方策 

④ 地域支援事業の見込量の確保のための方策 

⑤ 地域介護福祉空間整備等の方策 

・ 市町村整備計画（市町村交付金） 

・ 地域密着型サービス拠点 

・ 介護予防拠点 

・ 地域包括支援センター 

を定める。 

第４章 

 サービスの現状

と課題、サービス量

の見込み 

 

第６章 

 介護保険のより

よい運営のために 



 5

９ 

介護給付等対象

サービスの円滑

な提供を図るた

めの事業に関す

る事項 

① 指定居宅サービス事業若しくは指定居宅介護支

援事業者に関する情報の提供体制整備 

② 事業者間（指定居宅サービス事業、地域密着型サ

ービス事業又は指定居宅介護支援事業）の連携の

確保に関する事業その他の介護給付等対象サー

ビス（介護給付に係るもの）の円滑な提供を図る

ための事業に関する事項 

③ 事業者間（指定介護予防サービス事業、指定地域

密着型介護予防サービス事業又は指定介護予防

支援事業）の連携の確保に関する事業その他の介

護給付等対象サービス（予防給付に係るもの）の

円滑な提供を図るための事業に関する事項 

を定める。 

※ なお、介護給付等対象サービスの適切な利用を促

進する方策として、情報の提供並びに相談及び援

助を適切に行なうことができる体制の整備に関

する事項を盛り込む。 

第６章 

 介護保険のより

よい 

運営のために 

10 
介護保険事業計

画の作成の時期 

介護保険事業計画の 

① 作成時期 

を定める。 

11 

介護保険事業計

画の期間及び見

直しの時期 

介護保険事業計画の 

① 期間及び見直しの時期 

を定める。 

第１章 

 計画策定の趣旨 

12 

介護保険事業計

画の達成状況の

点検 

各年度の介護保険事業計画の達成状況を点検する

方法等を定める。 

第１章 

 計画策定の趣旨 

 

第６章  

 介護保険のより

よい運営のために 

13 

その他介護保険

事業に係る保険

給付の円滑な実

施を確保するた

めに必要と認め

る事項 

介護保険事業の趣旨普及、啓発、その他介護保険給

付の円滑な実施を確保するための必要な事項を定

める。 

 なお、保険料率を算定基礎である費用の見込みを

盛り込む。 

第５章 

 事業費等の推計 

 

第６章 

 介護保険のより

よい運営のために 

 

○ 市町村特別給付及び保健福祉事業を行う市町村にあっては，右の欄の事項を定めることが望ま

しい。 

９

の

２ 

市町村特別給付

及び保健福祉事

業 

市町村特別給付の対象となるサービスの種類ごと

の量の見込み，見込量を確保するための方策その他

の事項を定めること。 

 保健福祉事業の内容等について定めること。 

 



 6

※ 第３期介護保険事業計画に新たに追加される事項 

 

（項目内容） 

① 日常生活圏域の設定 
 

② 介護給付等対象サービスの見込量の設定 

  介護給付に係るサービス（居宅サービス、地域密着型サービス、居宅介護支援、施設サ

ービス） 

及び予防給付に係るサービス（介護予防サービス、地域密着型介護予防サービス、介護予

防支援） 

 

③ 市町村及び日常生活圏域における、認知症対応型共同生活介護、地域密着型特定施設入居者

生活介護及び地域密着型老人福祉施設入居者生活介護に係る必要利用定員総数 

 

④ 地域支援事業に要する費用の額、量の見込み 

 

 

 

Ⅳ 計画策定に当たり必要となる作業 

 

（作業内容） 

① 介護保険事業の運営状況の分析、評価 

 市町村全域及び生活圏域における介護保険サービスの利用実態及び給付費の現状把握と

分析評価 

 

② 日常生活圏域の設定 

 地理的条件、人口、旧行政区、住民の生活形態等の地域特性を踏まえ、地域密着型サービ

スを中心とした介護基盤の整備単位となる「日常生活圏域」を設定 

 

③ 要介護認定者数等及び各サービスの見込量の推計 

 高齢者人口、要介護・要支援認定者数、認知症高齢者数、新予防給付の対象者数、施設サ

ービスの対象者数及び地域密着型サービスの対象者の推計と、それを踏まえた新予防給付、

施設サービス、在宅サービス及び地域支援事業に関する利用見込量の推計 

 

④ 地域福祉計画との整合性 
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法律成立後、
速やかに基本
指針告示改正

サービス見込量を
基にした保険料
算出ソフトの配布

平成１８年度
予算案作成

市町村・保険者への
情報提供、説明会、
研修会等の実施

○計画策定作業等に関する国・都道府県の間での
　実務的な情報提供・意見交換
○都道府県が市町村の作業を支援

　第
７
回
策
定
委
員
会

●
事
業
計
画
全
体
確
認

●
介
護
保
険
の
よ
り
よ
い
運
営
の
た
め
に

●
中
間
報
告
会
の
意
見
報
告

●
事
業
計
画
の
全
体
構
成

●
今
後
の
施
策
の
検
討

12月下旬

中
間
報
告
会

広域議会

保
険
料
改
定
説
明
会

　サービス量の推計

サービス見込
量・保険料の
仮設定

 


